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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年３月期の業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 8,627 △5.8 716 29.1 706 26.9 472 36.2 

27年３月期 9,156 5.1 554 36.8 556 31.5 346 44.2 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

28年３月期 33.26 － 7.1 6.8 8.3 

27年３月期 24.42 － 5.6 5.3 6.1 
 
（参考）持分法投資損益 28年３月期 － 百万円   27年３月期 － 百万円 
 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 10,361 6,840 66.0 482.02 

27年３月期 10,452 6,500 62.2 458.06 
 
（参考）自己資本 28年３月期 6,840 百万円   27年３月期 6,500 百万円 
 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年３月期 935 △120 △409 2,657 

27年３月期 559 △197 △82 2,252 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 
純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年３月期 － 2.00 － 3.00 5.00 70 20.5 1.1 
28年３月期 － 2.00 － 3.00 5.00 70 15.0 1.1 
29年３月期（予想） － 2.00 － 2.00 4.00   17.7   
 
３．平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 4,400 5.3 300 △3.9 295 △5.0 200 △4.4 14.09 

通期 8,700 0.8 480 △33.0 470 △33.5 320 △32.2 22.55 

 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 
（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 14,280,000 株 27年３月期 14,280,000 株 

②  期末自己株式数 28年３月期 89,344 株 27年３月期 88,094 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 14,191,445 株 27年３月期 14,195,303 株 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご

覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の概況

当事業年度におけるわが国経済は、個人消費は実質所得の伸びが限られるなか、消費支出は足踏み状態を脱して

おらず横ばいで推移しました。また、企業収益は回復基調にあり、企業の設備投資は持ち直しの動きがみられまし

た。しかしながら中国をはじめとするアジア新興国経済の減速や原油価格の下落などに加え、年初以降は政府の経

済政策や日銀の追加金融政策等が実施されたものの、円高・株安が進むなど、先行き不透明な状況で推移しまし

た。

当社のセグメント別受注概況は、歯車及び歯車装置事業ではバルブ・コントロール及びジャッキの減少を、需要

が堅調だったその他の増減速機で補いました。歯車につきましては自動車用を始めとする各種歯車の大きな落ち込

みにより受注は減少いたしました。これにより歯車及び歯車装置事業全体では受注は減少となりました。工事事業

では火力発電所をはじめとする定期検査工事等が減少したことにより受注は減少となりました。 

その結果、当事業年度の受注高は85億74百万円（前事業年度比4.2％減）、売上高は86億27百万円（前事業年度

比5.8％減）となりました。一方、当事業年度末の受注残高は33億16百万円（前事業年度末比1.6％減）となりまし

た。 

損益面につきましては、原価低減、経費削減に努めた結果、営業利益は７億16百万円（前事業年度比29.1％

増）、経常利益は７億６百万円（前事業年度比26.9％増）、当期純利益は４億72百万円（前事業年度比36.2％増）

となりました。 

 各セグメントの業績は次のとおりです。 

歯車及び歯車装置事業につきましては、バルブ・コントロールの受注高は、火力発電所、上下水道、石油向けが

増加したものの、原子力発電所、輸出、鉄鋼、船舶向けが減少したことにより、前事業年度比1.3％減少いたしま

した。売上高は、原子力発電所、石油、補修部品が増加したものの、火力発電所、輸出、上下水道、鉄鋼、船舶向

けが減少したことにより、前事業年度比0.7％減少いたしました。ジャッキにつきましては、鉄鋼、液晶関連向け

の設備投資抑制により、受注高は前事業年度比3.7％減少し、売上高も前事業年度比5.1％減少いたしました。その

他の増減速機につきましては、受注高は前事業年度比13.2％増加いたしましたが、売上高は前事業年度比16.9%減

少いたしました。歯車の受注高及び売上高は、自動車用、建設機械用、鉄道・船舶用、その他産業機械用が大きく

落ち込み、受注は前事業年度比31.0％減少し、売上高は前事業年度比21.2％減少いたしました。以上の結果、歯車

及び歯車装置事業全体では、受注高は前事業年度比5.3％減少し、売上高は前事業年度比7.2％減少いたしました。

工事事業につきましては、受注高は原子力発電所向けの一時的な保守業務及び石油化学向けが増加いたしました

が、火力発電所向け及び上下水道向けが減少したため、前事業年度比1.7％減少いたしました。売上高は火力発電

所向けが増加いたしましたが、原子力発電所向け及び上下道向けが減少したため、前事業年度比2.3％減少いたし

ました。 

②次期の見通し

今後の見通しにつきましては、わが国経済は円高、株安といった金融資本市場の不安定な動きや海外景気の下振

れリスク等の懸念により、緩やかな回復基調から一転して不透明な状況が続くものと思われます。 

当社の事業を取り巻く環境は、原子力発電所の再稼働は徐々に動き出しておりますが、国内全体での原子力発電

所に係る需要は不透明感が拭いきれず、また原子力発電所の停止以降フル稼働を続けている火力発電所の本格的な

定期検査工事にはまだまだ時間が掛かると予測されます。 

このような状況の中、当社は「他社との競争に打ち勝ち、着実な成長をする企業を目指す」をスロ－ガンに、組

織改革による効率的な事業を運営できる体制を構築し、顧客満足と収益の向上に取り組みます。また原子力発電所

のメンテナンス需要の低下による受注高減少を、海外を含めた新たなマ－ケットを開拓し、収益向上を目指してま

いります。 

従って、平成28年度の事業目標を売上高87億円、営業利益４億80百万円、経常利益４億70百万円、当期純利益３

億20百万円とし、この目標の達成を目指して全社一丸となって努力してまいります。 
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

 流動資産は、前事業年度末と比べ１億24百万円（前事業年度末比1.6％）増加し77億20百万円となりました。こ

れは主に受取手形が１億63百万円、売掛金が１億18百万円減少いたしましたが、現金及び預金が４億５百万円増加

したことによるものであります。固定資産は、前事業年度末と比べ２億15百万円（同7.6％）減少し26億41百万円

となりました。これは主に前払年金費用が80百万円増加いたしましたが、建物が28百万円、機械及び装置が71百万

円、リース資産が71百万円、投資有価証券が１億１百万円減少したことによるものであります。

 流動負債は、前事業年度末と比べ１億25百万円（同4.5％）減少し26億37百万円となりました。これは主に未払

法人税が１億32百万円増加いたしましたが、支払手形が67百万円、１年内償還予定の社債が40百万円、未払金が２

億16百万円減少したことによるものであります。固定負債は、前事業年度末と比べ３億５百万円（同25.7％）減少

し８億83百万円となりました。これは主に社債が40百万円、長期借入金が１億38百万円、リース債務が52百万円、

退職給付引当金が57百万円減少したことによるものであります。

 純資産の部は、前事業年度末と比べ３億39百万円（同5.2％）増加し68億40百万円となりました。これは主に利

益剰余金が４億１百万円増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、26億57百万円となり前事業年度末と

比べ４億５百万円（前年同期比18.0％）の増加となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は、次のとおりであります。

（ａ）営業活動によるキャッシュ・フロー

 営業活動により得られた資金は、９億35百万円（同67.1％増）となりました。これは主に、税引前当期純

利益７億37百万円、減価償却費３億19百万円、売上債権の減少２億81百万円の収入に対し、退職給付引当金

の減少57百万円、前払年金費用の増加80百万円、仕入債務の減少65百万円、未払消費税等の減少94百万円、

法人税等の支払額１億17百万円等の支出によるものであります。

（ｂ）投資活動によるキャッシュ・フロー

 投資活動により支出した資金は、１億20百万円（同38.8％減）となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出１億５百万円によるものであります。

（ｃ）財務活動によるキャッシュ・フロー

 財務活動により支出した資金は、４億９百万円（同398.2％増）となりました。これは主に、長期借入れ

による収入１億円に対し、長期借入金の返済による支出が２億46百万円、リース債務の返済による支出が１

億10百万円、社債の償還による支出が80百万円、配当金の支払額71百万円によるものであります。

キャッシュ・フロー指標

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％） 57.8 62.2 66.0

時価ベースの自己資本比率（％） 52.5 64.2 41.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
1.3 2.3 1.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ 36.3 23.4 45.8

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

※ キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、収益力向上による企業体質の強化を図りつつ、株主の皆様に利益を還元することを経営の重点政策の一

つと位置づけており、安定的な配当の継続を基本に、業績に応じた利益の配分、内部留保充実の観点からこれを総

合的に判断しつつ配当を決定しております。

 当事業年度の期末配当金につきましては、上記の観点から検討いたしました結果、１株につき３円とさせていた

だきたいと存じます。従いまして、年間では中間配当２円を含め、１株当たり５円となります。

 また、次期につきましては、減益が見込まれるため１株当たり４円（中間２円、期末２円）の配当を予想してお

ります。

 

（４）事業等のリスク

 当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

①災害等の影響について

 当社は、自然災害及び火災等のリスクを抱えておりますが、防火委員会等の活動にて防止対策に取り組んでおり

ます。しかし重大な災害等が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

②特定分野への依存

 当社の事業は国内市場に大きく依存しています。歯車装置及び工事では主要取引先であります電力関係の設備投

資の抑制及び定期点検工事の期間延長、公共投資の予算削減等は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、歯車では自動車関連、産業機械関連の特定取引先の比率が非常に高くなった場合、当該取引先の経営方針や

市場動向などによりましては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

③固定資産の減損会計について

 当社は、歯車及び歯車装置を製造、販売するメーカーであり、これらの製造設備を保有しております。このた

め、地価の動向及び対象となる固定資産の収益状況等によりましては、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

④原材料の価格変動の影響について

 当社の製品は主として鋳物等の鉄製品、銅合金等の非鉄製品を原材料として使用しております。従いまして、

鉄、非鉄製品の市場価格が上昇する局面では取引業者から価格引き上げの要請があります。当社では、３社以上に

よる相見積もりにより価格交渉にあたっておりますが、今後市場価格が大幅に高騰した場合には、原材料費の上昇

を抑えきれず、また、販売価格の転嫁が十分に図れない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤コンピューター設備について

 当社はホストコンピューターの設備を保有しております。基幹業務が電算システムにより処理されている状況下

にあっては何等かの事業システムの停止は生産活動に重大な影響をもたらします。災害やウイルスなどによるシス

テム停止など、有事に際しシステム復旧が遅れるような状態となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。

⑥コンプライアンス・リスクについて

 当社は、法令遵守の徹底を目的に社内倫理綱領を制定し重要と思われる行動指針を定め「コンプライアンスガイ

ドライン」を作成し、役員・従業員に配布し、周知徹底を行っております。しかしながら法令違反等が発生し、そ

れに伴い社会的信用を失墜し、経済的制裁を受ける可能性がないとは言えません。

⑦製品、メンテナンスの品質について

 当社の歯車装置は発電所や上下水道などインフラ設備に使用されており、歯車は自動車や産業機械等に使用され

ております。当社は製品の製造、メンテナンスについては品質管理体制を整えて取り組んでおりますが、予期せぬ

原因で製品、メンテナンスに重大な欠陥が生じた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社には、親会社、子会社及び関連会社が存在しておりません。

なお、その他の関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の所
有又は被所
有割合

（％）

関係内容

（その他の関係会社）          

㈱成和 東京都港区 45,000
歯車及び歯車装置事業、

工事事業

被所有

39.97

当社製品の販売

役員の兼任等…有

（注）主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社は、「価値の創造」と「環境と人間性の尊重」の経営理念を基に、歯車装置メーカーとして培ってきたもの

造りに関する固有技術をさらに高度化させ、未来への技術革新に挑戦するリーディングカンパニーとして社会に貢

献することを基本方針としております。

 

（２）目標とする経営指標

 当社は、厳しい経営環境の中安定した利益を確保するために、収益性及び効率性の両面から体質を強化すること

が重要と捉え、ＲＯＡ（経常利益率）10％、ＲＯＥ（自己資本利益率）15％を確保することを経営の主たる指標と

考えております。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社は、平成28年度からの３ヵ年計画において「他社との競争に打ち勝ち、着実な成長をする企業を目指す」を

基本方針として、メーカーの基本である「品質、コスト、納期、アフターサービス」の競争力を強化し、他社との

競争に打ち勝つ事で、収益の拡大を図り、責任の明確化とスピードアップを目指してまいります。また、社会的責

任を重視した内部統制の構築と運用、コンプライアンスの徹底を図り、企業ガバナンスを強化してまいります。

 そのため中期的には、これまで蓄積してきた営業、技術、製造の経営資源を継承する中で、次項の課題を解決す

ることが急務と捉えております。

 

（４）会社の対処すべき課題

 歯車及び歯車装置事業のうち、バルブ・コントロ－ルにつきましては、新製品の販売強化、上下水道向けの営業

力強化を推し進めてまいります。ジャッキにつきましては、高付加価値製品や顧客ニーズによる改良開発に努め、

海外を含めた新たな需要先に対し、密着した営業活動を展開してまいります。その他の増減速機につきましては、

工事事業と連携を強化し補修部品の拡販や新規顧客の開拓に努めてまいります。歯車につきましては、すぐに回復

は見込めないものの、大型の高精度歯車に営業活動を注力してまいります。工事事業では、引き続きメンテナンス

に必要な技能向上のための教育・育成を継続的に実施し、電力・上下水道等の駆動部点検の拡大に向け、きめ細か

い提案営業を展開し、需要の掘り起こしに注力してまいります。 

 

（５）その他、会社の経営上重要な事項

 該当事項はありません。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社の業務は現在、主に日本国内に限定されており、海外での活動も殆ど無いことから、当面は日本基準を採用する

こととしております。しかしながら、今後の外国人株主の比率の推移及び海外における業務の動向や国内他社の国際財

務報告基準（ＩＦＲＳ）採用動向を踏まえつつ、ＩＦＲＳ適用の検討を行いたいと考えております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,252,340 2,657,751 

受取手形 1,346,804 1,183,493 

売掛金 1,850,745 1,732,230 

商品及び製品 92,431 121,347 

仕掛品 593,733 527,773 

原材料及び貯蔵品 1,193,558 1,225,801 

前払費用 15,800 14,809 

繰延税金資産 123,904 129,574 

その他 126,227 127,417 

流動資産合計 7,595,547 7,720,200 

固定資産    

有形固定資産    

建物 2,039,770 2,038,763 

減価償却累計額 △1,648,492 △1,675,590 

建物（純額） 391,277 363,172 

構築物 120,952 117,216 

減価償却累計額 △112,738 △108,255 

構築物（純額） 8,213 8,960 

機械及び装置 4,693,937 4,490,924 

減価償却累計額 △4,356,438 △4,225,290 

機械及び装置（純額） 337,499 265,633 

工具、器具及び備品 1,715,565 1,616,767 

減価償却累計額 △1,662,434 △1,577,438 

工具、器具及び備品（純額） 53,130 39,329 

土地 1,013,291 1,013,291 

リース資産 790,257 709,124 

減価償却累計額 △436,146 △458,265 

リース資産（純額） 354,110 250,858 

建設仮勘定 10 8,372 

有形固定資産合計 2,157,534 1,949,617 

無形固定資産    

電話加入権 19,251 19,251 

ソフトウエア 53,176 33,440 

リース資産 － 32,246 

借地権 21,047 21,047 

その他 1,561 1,286 

無形固定資産合計 95,035 107,271 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 543,140 441,977 

前払年金費用 － 80,461 

施設利用会員権 5,200 5,200 

長期前払費用 4,262 8,414 

その他 57,217 53,604 

貸倒引当金 △5,200 △5,200 

投資その他の資産合計 604,621 584,458 

固定資産合計 2,857,191 2,641,347 

資産合計 10,452,738 10,361,547 

負債の部    

流動負債    

支払手形 1,014,642 947,401 

買掛金 516,766 518,450 

1年内償還予定の社債 80,000 40,000 

1年内返済予定の長期借入金 230,000 221,600 

リース債務 103,824 85,229 

未払金 406,171 189,405 

未払費用 11,446 13,155 

未払法人税等 62,260 194,960 

前受金 16,392 75,511 

預り金 14,903 14,949 

賞与引当金 304,387 311,075 

その他 2,610 26,217 

流動負債合計 2,763,406 2,637,958 

固定負債    

社債 40,000 － 

長期借入金 574,000 435,600 

退職給付引当金 57,030 － 

役員退職慰労引当金 735 － 

環境対策引当金 23,541 23,541 

長期預り金 5,000 5,000 

リース債務 262,288 209,525 

繰延税金負債 30,876 24,543 

資産除去債務 195,066 185,219 

固定負債合計 1,188,538 883,428 

負債合計 3,951,944 3,521,387 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,388,800 1,388,800 

資本剰余金    

資本準備金 448,348 448,348 

その他資本剰余金 400,000 400,000 

資本剰余金合計 848,348 848,348 

利益剰余金    

利益準備金 24,075 24,075 

その他利益剰余金    

特別償却準備金 110,838 90,739 

別途積立金 1,600,000 1,600,000 

繰越利益剰余金 2,381,292 2,802,455 

利益剰余金合計 4,116,206 4,517,270 

自己株式 △32,367 △32,817 

株主資本合計 6,320,987 6,721,601 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 179,807 118,559 

評価・換算差額等合計 179,807 118,559 

純資産合計 6,500,794 6,840,160 

負債純資産合計 10,452,738 10,361,547 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 9,156,606 8,627,570 

売上原価    

製品期首たな卸高 153,440 92,431 

当期製品製造原価 6,540,687 6,065,249 

合計 6,694,127 6,157,680 

製品期末たな卸高 92,431 121,347 

製品売上原価 ※４ 6,601,696 ※４ 6,036,333 

売上総利益 2,554,909 2,591,237 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,000,108 ※１,※２ 1,875,064 

営業利益 554,801 716,172 

営業外収益    

受取利息 228 288 

受取配当金 10,442 12,898 

還付加算金 109 － 

受取保険金 3,122 － 

その他 14,690 6,943 

営業外収益合計 28,592 20,130 

営業外費用    

支払利息 22,217 19,694 

社債利息 2,070 1,150 

その他 2,596 9,101 

営業外費用合計 26,883 29,945 

経常利益 556,510 706,358 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 4,939 － 

受取補償金 27,234 7,522 

収用補償金 － 33,958 

特別利益合計 32,173 41,480 

特別損失    

投資有価証券評価損 － 10,248 

特別損失合計 － 10,248 

税引前当期純利益 588,683 737,590 

法人税、住民税及び事業税 132,982 242,933 

法人税等調整額 109,023 22,634 

法人税等合計 242,006 265,568 

当期純利益 346,677 472,022 
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製造原価明細書

   
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   2,869,128 43.9 2,519,177 42.0

Ⅱ 労務費   2,168,956 33.2 2,125,988 35.4

Ⅲ 経費   1,495,330 22.9 1,354,123 22.6

（内 外注加工費）   (509,288)   (460,581)  

（内 減価償却費）   (240,091)   (244,578)  

当期総製造費用   6,533,416 100.0 5,999,289 100.0

期首仕掛品たな卸高   601,004   593,733  

合計   7,134,421   6,593,023  

期末仕掛品たな卸高   593,733   527,773  

当期製品製造原価   6,540,687   6,065,249  

 

前事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当社の採用している原価計算の方法

 組別工程別実際総合原価計算であります。

当社の採用している原価計算の方法

 組別工程別実際総合原価計算であります。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

               (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
特別償却準
備金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 － 1,600,000 2,036,060 

会計方針の変更による累積的影
響額               180,379 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 － 1,600,000 2,216,439 

当期変動額                 

特別償却準備金の積立           110,838   △110,838 

特別償却準備金の取崩           －   － 

剰余金の配当               △70,985 

当期純利益               346,677 

自己株式の取得                 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － 110,838 － 164,853 

当期末残高 1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 110,838 1,600,000 2,381,292 

 

 (単位：千円)          

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 3,660,135 △26,715 5,870,568 116,161 116,161 5,986,729 

会計方針の変更による累積的影
響額 

180,379   180,379     180,379 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

3,840,514 △26,715 6,050,947 116,161 116,161 6,167,108 

当期変動額             

特別償却準備金の積立 －   －     － 

特別償却準備金の取崩 －   －     － 

剰余金の配当 △70,985   △70,985     △70,985 

当期純利益 346,677   346,677     346,677 

自己株式の取得   △5,652 △5,652     △5,652 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）       63,646 63,646 63,646 

当期変動額合計 275,691 △5,652 270,039 63,646 63,646 333,685 

当期末残高 4,116,206 △32,367 6,320,987 179,807 179,807 6,500,794 
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当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

               (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
特別償却準
備金 別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 110,838 1,600,000 2,381,292 

会計方針の変更による累積的影
響額               － 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 110,838 1,600,000 2,381,292 

当期変動額                 

特別償却準備金の積立           －   － 

特別償却準備金の取崩           △20,099   20,099 

剰余金の配当               △70,959 

当期純利益               472,022 

自己株式の取得                 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － △20,099 － 421,163 

当期末残高 1,388,800 448,348 400,000 848,348 24,075 90,739 1,600,000 2,802,455 

 

 (単位：千円)          

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 4,116,206 △32,367 6,320,987 179,807 179,807 6,500,794 

会計方針の変更による累積的影
響額 

－   －     － 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

4,116,206 △32,367 6,320,987 179,807 179,807 6,500,794 

当期変動額             

特別償却準備金の積立 －   －     － 

特別償却準備金の取崩 －   －     － 

剰余金の配当 △70,959   △70,959     △70,959 

当期純利益 472,022   472,022     472,022 

自己株式の取得   △449 △449     △449 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）       △61,247 △61,247 △61,247 

当期変動額合計 401,063 △449 400,614 △61,247 △61,247 339,366 

当期末残高 4,517,270 △32,817 6,721,601 118,559 118,559 6,840,160 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 588,683 737,590 

減価償却費 322,130 319,294 

賞与引当金の増減額（△は減少） △61,939 6,687 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,050 △735 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △157,124 △57,030 

前払年金費用の増減額（△は増加） － △80,461 

受取利息及び受取配当金 △10,670 △13,187 

社債利息 2,070 1,150 

支払利息 22,217 19,694 

投資有価証券評価損益（△は益） － 10,248 

有形固定資産除却損 137 166 

為替差損益（△は益） △35 15 

有形固定資産売却損益（△は益） △6,406 972 

売上債権の増減額（△は増加） △263,521 281,826 

たな卸資産の増減額（△は増加） 244,193 4,800 

仕入債務の増減額（△は減少） △139,348 △65,555 

未払消費税等の増減額（△は減少） 173,256 △94,915 

その他の資産の増減額（△は増加） 12,710 △437 

その他の負債の増減額（△は減少） 71,636 △9,588 

小計 796,938 1,060,533 

利息及び配当金の受取額 10,670 13,187 

利息の支払額 △23,899 △20,435 

法人税等の支払額 △223,798 △117,519 

営業活動によるキャッシュ・フロー 559,911 935,765 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の売却による収入 8,325 2,981 

有形固定資産の取得による支出 △176,094 △105,307 

資産除去債務の履行による支出 △10,650 △10,000 

投資有価証券の取得による支出 △4,220 △4,970 

無形固定資産の取得による支出 △14,375 △2,710 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △210 △708 

投資活動によるキャッシュ・フロー △197,224 △120,714 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 450,000 100,000 

長期借入金の返済による支出 △261,000 △246,800 

リース債務の返済による支出 △113,446 △110,844 

配当金の支払額 △72,118 △71,531 

社債の償還による支出 △80,000 △80,000 

自己株式の取得による支出 △5,652 △449 

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,217 △409,625 

現金及び現金同等物に係る換算差額 35 △15 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 280,503 405,410 

現金及び現金同等物の期首残高 1,971,836 2,252,340 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,252,340 ※１ 2,657,751 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

   該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

 原材料については総平均法、その他のたな卸資産については移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物      ３～６５年

機械及び装置     ９年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しております。

(3)リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

 従業員の賞与金の支払いに備えて、翌期賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法

 会計基準変更時差異（1,603,277千円）については、15年による定額法により費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を加減した額を超え

ているため、当該金額を前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

(4)環境対策引当金

 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処理すること

が義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるため、その処理費用見積額を計上し

ております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。

 

（未適用の会計基準等）
 
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日） 

 

(1）概要 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の

実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計基

準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判

断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企業を５

つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した上で、分

類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資産の回収可

能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。 
 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し） 

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件 

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する

取扱い 

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 
 
 
(2）適用予定日 

平成28年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用します。 
 

(3）当該会計基準等の適用による影響 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価

中であります。 

 

（表示方法の変更）

（損益計算書） 

 前事業年度において、費目別に区分掲記しておりました「販売費及び一般管理費」は、当事業年度より損益計算書

の明瞭性を高めるため、「販売費及び一般管理費」として一括掲記し、その主要な費目及び金額を注記する方法に変

更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 なお、前事業年度及び当事業年度における販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、「注記事項（損益計算

書関係）」に記載のとおりであります。

 

（損益計算書関係）

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度48％、当事業年度48％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度52％、当事業年度52％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成26年４月１日 
  至 平成27年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

給料 660,975千円 584,252千円 

賞与引当金繰入額 87,657 86,591 

退職給付費用 88,081 84,685 

減価償却費 82,038 74,715 

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

前事業年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

162,088千円 157,779千円 
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※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

機械及び装置 4,939千円 －千円

計 4,939 －

 

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前事業年度末の戻入額と当事業年度のたな卸資

産評価損を相殺した次の金額が売上原価に含まれております。

前事業年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

150,540千円 25,133千円 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 14,280,000 － － 14,280,000

合計 14,280,000 － － 14,280,000

自己株式        

普通株式（注） 82,213 5,881 － 88,094

合計 82,213 5,881 － 88,094

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加5,881株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日 

定時株主総会
普通株式 42,593 3.0 平成26年３月31日 平成26年６月23日

平成26年10月30日 

取締役会
普通株式 28,392 2.0 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日 

定時株主総会
普通株式 42,575 利益剰余金 3.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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当事業年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 14,280,000 － － 14,280,000

合計 14,280,000 － － 14,280,000

自己株式        

普通株式（注） 88,094 1,250 － 89,344

合計 88,094 1,250 － 89,344

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,250株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日 

定時株主総会
普通株式 42,575 3.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日

平成27年10月30日 

取締役会
普通株式 28,383 2.0 平成27年９月30日 平成27年12月４日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 42,571 利益剰余金 3.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

   
前事業年度

（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当事業年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

  現金及び預金勘定 2,252,340千円 2,657,751千円

  現金及び現金同等物 2,252,340 2,657,751

 

２  重要な非資金取引の内容

  新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

   
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 
ファイナンス・リース取引に係る資産

及び債務の額
54,547千円 39,486千円
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

(ア)有形固定資産

 主として、歯車及び歯車装置事業における生産設備、ホストコンピュータ（「機械及び装置」及び「工

具、器具及び備品」）であります 。

(イ)無形固定資産

ソフトウェアであります。

②  リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に

流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、国外売上に伴う外貨

建の営業債権も、為替の変動リスクに晒されております。

 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建のも

のについては、為替の変動リスクに晒されております。

 借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたもの

であり、償還日は最長で決算日後７年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部門が主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社の投資有価証券については、主として株式であり、上場株式については定期的に時価や発行体（取引

先）の財務状況等の把握を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成27年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,252,340 2,252,340 －

(2）受取手形及び売掛金 3,197,550 3,197,550 －

(3）投資有価証券 532,128 532,128 －

 資産計 5,982,019 5,982,019 －

(1）支払手形及び買掛金 1,531,408 1,531,408 －

(2）未払金 406,171 406,171 －

(3）未払法人税等 62,260 62,260 －

(4) 社債（１年内償還予定を含

む）
120,000 120,167 167

(5) 長期借入金（１年内返済予定

を含む）
804,000 804,383 383

(6) リース債務 366,113 369,738 3,625

 負債計 3,289,953 3,294,130 4,176

 デリバティブ取引 － － －

 

当事業年度（平成28年３月31日） 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,657,751 2,657,751 －

(2）受取手形及び売掛金 2,915,724 2,915,724 －

(3）投資有価証券 439,984 439,984 －

 資産計 6,013,460 6,013,460 －

(1）支払手形及び買掛金 1,465,852 1,465,852 －

(2）未払金 189,405 189,405 －

(3）未払法人税等 194,960 194,960 －

(4) 社債（１年内償還予定を含

む）
40,000 40,111 111

(5) 長期借入金（１年内返済予定

を含む）
657,200 658,321 1,121

(6) リース債務 294,754 299,387 4,632

 負債計 2,842,174 2,848,038 5,864

 デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。
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負 債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）社債（１年内償還予定を含む） 

 これらの時価は、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

なお、市場価格のあるものは存在しません。

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む）、(6）リース債務

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引 

当社はデリバティブ取引を行っておりません。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

                                       （単位：千円）

区分
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 11,012 1,993

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資

有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内 
 (千円）

１年超 
２年以内 
 (千円）

２年超 
３年以内 
 (千円）

３年超 
４年以内 
 (千円）

４年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
 (千円）

現金及び預金 2,252,340 － － － － －

受取手形及び売掛金 3,197,550 － － － － －

合 計 5,449,891 － － － － －

 

当事業年度（平成28年３月31日） 

 
１年以内 
 (千円）

１年超 
２年以内 
 (千円）

２年超 
３年以内 
 (千円）

３年超 
４年以内 
 (千円）

４年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
 (千円）

現金及び預金 2,657,751 － － － － －

受取手形及び売掛金 2,915,724 － － － － －

合 計 5,573,475 － － － － －

 

４．社債、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

前事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 80,000 40,000 － － － －

長期借入金 230,000 188,000 204,000 92,000 90,000 －

リース債務 103,824 77,461 63,557 53,032 47,979 20,258

合計 413,824 305,461 267,557 145,032 137,979 20,258
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当事業年度（平成28年３月31日） 

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 40,000 － － － － －

長期借入金 221,600 232,600 108,000 95,000 － －

リース債務 85,229 71,442 61,037 56,104 17,517 3,422

合計 346,829 304,042 169,037 151,104 17,517 3,422

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券 

前事業年度（平成27年３月31日） 

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1)株式 521,152 250,159 270,992

小計 521,152 250,159 270,992

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1)株式 10,975 16,413 △5,437

小計 10,975 16,413 △5,437

合計 532,128 266,573 265,555 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 11,012千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当事業年度（平成28年３月31日） 

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1)株式 375,754 193,487 182,267

小計 375,754 193,487 182,267

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1)株式 64,230 78,056 △13,825

小計 64,230 78,056 △13,825

合計 439,984 271,543 168,441

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 1,993千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券 

 当事業年度において、投資有価証券について10,248千円（その他有価証券の株式10,248千円）減損処理を行って

おります。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、規約型確定給付企業年金制度を採用しております。

 規約型確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

 また、退職一時金制度（非積立型制度）も雇用形態により採用しており、規定に基づいた一時金を支給します。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 4,217,135千円 3,760,534千円

会計方針の変更による累積的影響額 △280,004  － 

会計方針の変更を反映した期首残高 3,937,130  － 

勤務費用 184,336  179,626 

利息費用 35,244  33,719 

数理計算上の差異の発生額 △70,878  3,867 

退職給付の支払額 △325,298  △350,617 

退職給付債務の期末残高 3,760,534  3,627,130 

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 2,937,855千円 3,425,112千円

期待運用収益 96,949  94,533 

数理計算上の差異の発生額 301,463   △192,966  

事業主からの拠出額 399,113  399,977 

退職給付の支払額 △310,268  △340,925 

年金資産の期末残高 3,425,112  3,385,731 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,746,658千円 3,619,313千円

年金資産 △3,425,112  △3,385,731 

  321,545  233,581 

非積立型制度の退職給付債務 13,876  7,817 

未積立退職給付債務 335,421  241,398 

未認識数理計算上の差異 △171,505  △321,860 

会計基準変更時差異の未処理額 △106,885  － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 57,030  △80,461 

       

退職給付引当金 57,030  － 

前払年金費用 －  △80,461 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 57,030  △80,461 
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

勤務費用 184,336千円 179,626千円

利息費用 35,244  33,719 

期待運用収益 △96,949  △94,533 

数理計算上の差異の費用処理額 27,501  46,478 

会計基準変更時差異の費用処理額 106,885  106,885 

確定給付制度に係る退職給付費用 257,018  272,177 

 

(5）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

   
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

債券   57％ 57％

株式   40   40  

その他   3   3  

合 計   100   100  

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

割引率 0.9％ 0.9％

長期期待運用収益率 2.8％ 2.5％
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（ストック・オプション等関係）

当社は、ストックオプションを付与していないため、該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度
（平成27年３月31日）

  当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産     

未払事業所税否認 5,907千円   5,563千円

未払事業税否認 6,124   14,292

たな卸資産評価損否認 86,916   90,497

賞与引当金否認 98,499   95,842

減価償却超過額 7,592   7,271

退職給付引当金否認 18,419   －

役員退職慰労引当金否認 237   －

減損損失否認 80,994   76,805

一括償却資産超過額 3,915   3,180

環境対策引当金否認 7,601   7,262

資産除去債務否認 62,986   56,714

災害損失否認 11,426   10,835

その他 3,889   6,826

繰延税金資産小計 394,512   375,091

評価性引当額 △159,534   △151,181

繰延税金資産合計 234,978   223,910

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △85,747   △51,110

除去費用（有形固定資産計上分） △3,311   △2,897

特別償却準備金 △52,891   △40,244

前払年金費用 －   △24,626

繰延税金負債計 △141,950   △118,879

繰延税金資産の純額 93,028   105,030

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

  前事業年度
（平成27年３月31日）

  当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％   33.0％ 
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6   0.4
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3   △0.6
住民税均等割 2.6   2.1
評価性引当額の増減 0.0   △1.1
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.0   1.3
その他 △0.4   0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.1   36.0

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、

平成29年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に

開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％となります。

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は6,668千円減少し、法人税

等調整額が9,576千円、その他有価証券評価差額金が2,908千円、それぞれ増加しております。
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（資産除去債務関係）

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ  当該資産除去債務の概要

  当社は本社工場の一部に使用されている有害物質を除去する義務に関して資産除去債務を計上しております。

また、事業所の一部は、設置の際に土地所有者との事業用定期借地権契約を締結しており、賃借期間終了による

原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。

 

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法

  資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間を取得から30年から45年と見積もり、割引率は0.424％から

2.134％を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

 

ハ  当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

期首残高 204,296千円 195,066千円

時の経過による調整額 1,419 152

資産除去債務の履行による減少額 10,650 10,000

期末残高 195,066 185,219

 

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

イ 当該資産除去債務の概要

 当社は、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有して

おります。又、本社工場の土地において、工場移転等が発生した場合に土地を浄化する債務を有しております。

しかしながら、現在のところ移転等の予定もなく、かつ、土地の汚染に関しては汚染範囲が明確でないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上してお

りません。

 

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、自動車用歯車及びジャッキ、バルブ・コントロール等の製造・販売を行っている「歯車及び歯車装置

事業」と販売した歯車装置のメンテナンスを行う「工事事業」の２部門にて事業活動を展開しております。

 したがって、当社は、「歯車及び歯車装置事業」と「工事事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 

前事業年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

    （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  歯車及び歯車装置 工事 

売上高      

外部顧客への売上高 6,453,568 2,703,037 9,156,606 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － － 

計 6,453,568 2,703,037 9,156,606 

セグメント利益又は損失（△） △55,017 609,818 554,801 

セグメント資産 2,956,825 922,184 3,879,010 

その他の項目      

減価償却費 220,969 19,121 240,091 

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
279,362 5,884 285,257 

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

当事業年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

    （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  歯車及び歯車装置 工事 

売上高      

外部顧客への売上高 5,986,877 2,640,693 8,627,570 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － － 

計 5,986,877 2,640,693 8,627,570 

セグメント利益 83,148 633,024 716,172 

セグメント資産 2,772,561 934,208 3,706,770 

その他の項目      

減価償却費 227,536 17,081 244,617 

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
134,079 25,129 159,209 

（注）セグメント利益の合計は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）

資産 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 3,879,010 3,706,770

「その他」の区分の資産 － －

全社資産（注） 6,573,728 6,654,777

財務諸表の資産合計 10,452,738 10,361,547

（注）各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは当社の現金及び預金及び管理部門に係

る資産等であります。
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（単位：千円） 

その他の項目
報告セグメント計 調整額 財務諸表計上額

前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度

減価償却費 240,091 244,617 82,038 74,676 322,130 319,294

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
285,247 159,209 37,116 44,616 322,363 203,825

（注）１．減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

２．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社管理部門に係る設備投資額であります。

 

ｂ．関連情報 

前事業年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  歯車及び歯車装置 工事 合計

外部顧客への売上高 6,453,568 2,703,037 9,156,606

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  歯車及び歯車装置 工事 合計

外部顧客への売上高 5,986,877 2,640,693 8,627,570

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前事業年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前事業年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前事業年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

その他の

関係会社 
㈱成和 東京都港区 45,000 

各種バルブ

の販売 

（被所有） 

直接     

39.98 

当社製品の

販売 

当社アクチ

ュエータ他

の販売代理

店 

299,870 売掛金 106,654 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

 

当事業年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

その他の

関係会社 
㈱成和 東京都港区 45,000 

各種バルブ

の販売 

（被所有） 

直接     

39.97 

当社製品の

販売 

当社アクチ

ュエータ他

の販売代理

店 

630,986 売掛金 123,728 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

 

（１株当たり情報）

 

 

 

前事業年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当事業年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 458.06円 482.02円

１株当たり当期純利益金額 24.42円 33.26円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度

（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当事業年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当期純利益金額（千円） 346,677 472,022

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額

（千円）
346,677 472,022

期中平均株式数（株） 14,195,303 14,191,445

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

（１）役員の異動

① 代表取締役の異動

  該当事項はありません。

 

② その他の役員の異動

 ・新任取締役候補

   （非常勤）取締役 渡辺 倫也（現 株式会社守谷商会 執行役員第１ビジネスグループマネージャー）

    （注）渡辺 倫也は、社外取締役の候補者であります。

 

 ・新任監査役候補

   （非常勤）監査役 三田 義之（現 株式会社三田商店 代表取締役社長）

    （注）三田 義之は、社外監査役の候補者であります。 

 

③ 就任予定日

  平成28年６月29日

 

（２）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

金額（千円） 構成比率（％） 前年同期比（％）

歯車及び歯車装置事業 6,038,620 100.0 △5.4

工事事業 － － －

合計 6,038,620 100.0 △5.4

 （注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．工事事業については、事業の性格上生産実績は算出しておりません。

 

②受注状況 

当事業年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

金額（千円） 構成比率（％） 前年同期比（％）

歯車及び歯車装置事業 5,875,978 68.5 △5.3

工事事業 2,698,801 31.5 △1.7

合計 8,574,779 100.0 △4.2

 （注）１．金額は受注価格で示してあります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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③販売実績 

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

金額（千円） 構成比率（％） 前年同期比（％）

歯車及び歯車装置事業 5,986,877 69.4 △7.2

工事事業 2,640,693 30.6 △2.3

合計 8,627,570 100.0 △5.8

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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